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1 はじめに 

1‐1 研究の目的と背景 

今日，少子高齢化や人口減少などの社会情勢

によって，自治体は保有する公共施設の再編を

継続的に実施している。本研究は，公共施設再

編の方法を明らかにすることを目的とし，全国

の先進自治体への調査を行い，公共施設再編に

おいて，施設評価が重要であることを指摘して

いる。全国の自治体で，公共施設再編が大きな

課題となっている中で，多くの自治体で，施設

評価を行い，客観的指標のもとに施設の再編を

進めている。しかし，施設評価を行う際の項目

や基準など，統一された方法は示されていない。

また自治体によって，人口や財政状況などは異

なり，特に各自治体の持つ地域的課題は大きく

違う。そこで本研究は，地域特性によって自治

体を分類し，地域特性に応じた施設評価項目の

考察を行うことを目的とする。 
本稿では，千葉県の37市を対象とし，自治体

を地域特性によって分類し，特性別に施設評価

の現状とその課題を整理し，施設評価項目の傾

向を考察することを目的とする。 
  
1‐2 研究の方法 

 まず千葉県37市を，人口密度，財政力指数，

公共施設延床面積，可住地面積，地方税収額の

５項目を用いて因子分析を行い，４つの地域特

性カテゴリーに分類を行う。そのうえで，カテ

ゴリーごとに施設評価の現状と課題を整理し，

そこから施設評価項目の傾向を考察する。施設

評価の課題および，施設評価項目については，

各自治体が公表する，公共施設再編にかかわる

計画書注1）から抽出するものとする。 
 

2 地域特性による自治体の分類 

 千葉県37市を地域特性によって分類するた

めに，5つの地域の特徴を示す項目を用いて，

因子分析を行う。表1より，5つの項目によって

因子分析を行うと，「都会度」および「規模」

の2つの因子によって求められる。この結果を

踏まえ，各自治体の因子得点を正負に大別する

と，図1のようなA～Dの４つのカテゴリーに分

類できる。また，各カテゴリーに分類される自

治体とそれぞれの因子得点については，表2に
示す。 
以下に各カテゴリーの特徴と属性を示す。 
A：人口密度が高く，労働力人口が多いため，

財政力があり，公共施設を多く保有する自治体。

千葉市や船橋市といった，県内でも都会度の高

い，中心業務地区の自治体が分類されるため，

カテゴリーAの属性名は「都市部」とする。 

表 1 ５項目による因子分析 

  
図 1 因子分析による４分類 
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B：面積は狭いが人口が多く，財政力はある

が，公共施設が少ない自治体。カテゴリーAの

自治体の近郊に位置する自治体が分類される

ため，カテゴリーBは「都市近郊」とする。 
C：面積が広く，人口密度は低

い自治体。財政力は低いため都

会度は低いが，公共施設を多く

保有している自治体が分類され

ている。そのため，カテゴリーC
は「郊外」とする。 

D：可住地面積の割合が低く，

人口密度も低く，財政力も低い，

人口が減少傾向にある自治体が

分類される。県内沿岸部に位置

する自治体が多いことから，カ

テゴリーDは「田舎」とする。 
  
3 施設再編の現状と課題 

 施設再編の現状として，カテ

ゴリーごとに，各自治体があげ

ている課題の傾向についてみる

と以下のようになる。（表2［現

状・課題］） 
A：都市部では，施設利用や稼

働効率に関する課題の割合が多

くみられる。人口の多い都市で

あることから，今後の人口構造

の変化や，またはそれにともな

う，市民ニーズの変化について

も，次いで多く課題としてあげ

られている。ニーズについてあ

げられているもののサービスの

必要性や適正化については取り

上げられていない。人口集中都

市であることから，多様性の中

での施設の在り方なども検討す

るべきであり，ニーズおよびサ

ービスについて同時に課題とし

てあげるべきと考える。 
B：都市近郊では，施設の必要

性に関する課題の割合が多い。

人口が増加傾向にある自治体カ

テゴリーであり，それによって

生じる市民ニーズの多様化につ

いて，または，サービスの継続性について課題

としてあげている。一方で，市域面積が狭い自

治体カテゴリーであるため，施設再編において，

施設面積の削減が行われる際に必要となる，施

表 2 自治体分類と再編の現状と課題 
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設の再配置や適正配置についてまたは，それに

関連する，施設の維持管理の効率化に関する課

題も同時に課題とするべきと考える。 
C：郊外では，市町村合併が行われた自治体

カテゴリーであり，それによる，合併特例債の

終了後による措置などをはじめとする，財政に

関する課題が多くみられる。また，施設の再配

置や適性配置についても同様に多く課題とし

てあげられている。しかし，市民ニーズに関す

る課題があげられているものの，サービスに関

する課題がみられない。カテゴリーAやBと比

較すると人口増加率がマイナスの傾向にある

ため，今後さらに人口構造の変化が予測される。

そこで，サービスの状況や，利用性などの必要

性に関して課題とするべきと考える。 
D：田舎では，著しい人口減少や少子高齢化

の影響を受けている自治体カテゴリーのため，

施設利用に関する課題が多くみられる。中でも，

人口減少および少子高齢化の課題は多く，それ

にともなう，財政負担の軽減，平準化などの財

政に関する課題も次いで多くあげられている。

一方で，防災や災害時の対応に関する課題が取

りあげられていない。沿岸部に位置する自治体

が多いカテゴリーであり，さまざまな災害への

対応が必要であると考える。そのため，防災に

関する課題も，同時に課題として検討すべきと

考える。 

4 地域特性ごとの施設評価項目 

 先行研究注 2）において，施設評価に関する 6
つの評価視点とそれに対応する 13 の評価項目

が明らかにされている。これをもとに，各カテ

ゴリーの施設評価項目を，地域特性による傾向

としてみると，4 つのカテゴリーともに，評価

項目に大きな差異はなく，各自治体が定める評

価項目は，画一的なものであることがわかる。

自治体ごとに評価項目が設定されているにも

関わらず，地域特性による，項目の差異に傾向

がないことから，地域特性に合った評価となっ

ていないことがわかる。 
 ただし，カテゴリーごとの現状と課題から評

価項目についてみると，各項目の必要性につい

て検討することができる（表 3）。以下にカテ

ゴリー別の地域特性ごとの評価項目について

まとめる。 
A：人口の多い，中心業務地区であることか

ら，多様性の側面において，バリアフリーやユ

ニバーサルデザインの項目を必要項目に含む

べきと考える。現状として，それらの項目を含

む，施設環境に関する項目について評価されて

いないことから，それらの充実性における評価

を含むできではないかと考える。また，人口集

中都市であることから，災害時に必要となる避

難場所に関する評価項目を設けることで，市民

表 3 カテゴリー別の施設評価項目 
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ニーズや人口構造にも対応した施設評価とな

ると考える。 
B：市域面積は狭いが，人口が増加傾向にあ

る自治体カテゴリーであるため，費用対効果や

施設の適正配置などの立地の評価に関する項

目を評価項目に含むべきと考える。B に属する

自治体はカテゴリーA の近郊に位置する自治

体であり，A の自治体と比較すると地方税収額

などは大きく下がる。そのため，適切な施設の

配置の項目や既存施設の維持保全の項目など

を含むべきと考える。 
C：現状の課題において財政に関する課題が

多くみられることから，財政の評価項目におい

て評価されている。しかし，人口構造の変化が

予測されること，さらに市域面積が大きい自治

体カテゴリーのため，施設配置に関する項目お

よび，既存施設の稼働効率など，施設の利用や

稼働率の評価項目が必要であると考える。また，

老年人口比率も高いため，バリアフリーやユニ

バーサルデザインなどの項目も必要性がある

と考える。 
D：人口減少や高齢化が顕著なため，施設の

利用や稼働率の項目，施設の運営や管理形態に

関する項目，さらにバリアフリーやユニバーサ

ルデザインなどの項目が必要であると考える。

また，課題でもあげている通り，沿岸部に位置

する自治体が多く属性するカテゴリーのため，

防災や災害などの避難所の必要性の項目も必

要であると考える。 
ただし，いずれの自治体も建設後30年を経過

している施設においては，一律で施設の安全性

に関する項目として，老朽化や安全性，耐震性

について，共通事項として評価項目に設定すべ

きであり，重要性の高い項目である。 
 
まとめ 

本稿で明らかにしたことを以下にまとめる。 
1）千葉県 37 市を対象として，因子分析によ

り，５項目から 4 つの地域特性のカテゴリーに

分類することができる。カテゴリーごとに，現

状と課題より，施設評価項目の必要性について

傾向をみると，現状としておかれている項目は，

カテゴリーによる傾向はなく，画一的な評価項

目が設定されていることがわかる。 
2）計画書より抽出した各カテゴリーの現状と

課題より，施設評価項目の必要性についてみる

と，地域特性によって必要な視点および項目に

ついて整理することができる。 
 ただしこれらは，千葉県における一考察であ

り，計画書からの抽出でのみ行っているため，

今後，実態調査の上で，現状と比較することで，

有効な施設評価項目の必要性について考察す

ることが重要であると考える。また，全国的な

調査と関連付け，施設評価のモデルの構築に寄

与することを今後の展開とする。 
 
注 

注 1）本稿では，公共施設等総合管理計画や個別 
施設計画などの計画書を示す。 
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